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庁へ収集し，広域応援体制を速やかに確立するた

めに利用する．

（3） 防災科学技術研究所：全国約1000地点に強震

計を設置し，地震情報を通信ネットワークで収

集・配信するための設備を整備して，地震発生時

の初動対応などに活用する．

　防災関係機関では，災害時に公衆通信網が使えな

くなった場合も災害情報を伝達し，停電した場合も

予備電源により機能を維持することを目的に，専用

の無線通信網を整備している．防災無線網には，中

央防災無線網，消防防災無線網，都道府県防災行政

無線網，市町村防災行政無線網，防災相互通信用無

線などがある．

 ■ 災害情報システムにはどのようなものが
あるか

　情報処理技術や情報通信技術の高度化と普及を

背景として，災害が発生したときの応急対策を速や

か・適切に行うために，たとえば，表 -1にまとめたよ

うな災害情報システムが開発されている．そのほか

にも，実用的なリアルタイム地震防災システムが鉄

道，ガスといった社会インフラに対して開発され，実

際に運用されている．鉄道では，被害を及ぼすような

地震が発生した場合，それを速やかに検知し，列車

の運行を制御して事故を未然に防がなければならな

い．新幹線の速度向上にともなって，警報を一瞬で

も早く発信することが求められ，鉄道総合技術研究

所により「ユレダス（UrEDAS）」が開発された．これ

 ■ 日本の災害対策はどうなっているか

　日本は，地震，津波，火山噴火，台風，豪雨，豪

雪，洪水などによる自然災害が発生しやすい国土であ

る．災害対策は，国，地方公共団体，公共機関ととも

に人々が連携して実施することが大切で，そのために，

災害対策基本法に基づく中央防災会議が設置されて

いる 1）．中央防災会議で作成される防災基本計画に

は，防災体制，防災事業，速やかな災害復興，防災に

関する科学技術や研究の振興について基本的な方針

が示されている．災害発生時の応急対策のために最

も大切な情報収集・伝達システムについては，大規

模な災害が発生したら速やかに応急対策がとれるよ

う，気象庁からの地震・津波情報，ヘリコプターによ

る被災映像，防災関係機関からの被害情報など，災

害に関する情報を総合的に収集して，被害規模を把

握することとなっている．もちろん，これらの情報を

ただちに総理大臣官邸や指定行政機関へ伝達するた

めのシステム整備も進められている．地震の情報に関

する各機関の主な役割を上げてみよう．

（1） 気象庁：全国約600地点に震度計と約180地点

に津波地震観測施設を設置してオンラインで地震

の観測データを収集している．地震活動等総合観

測監視システム（EPOS），地震津波監視システム

（ETOS）により処理・解析して，津波警報・注意

報や地震・津波情報を発表する．

（2） 消防庁：震度情報ネットワークシステム整備事

業により，全国の都道府県，市町村の約3400地点

に設置した震度計から観測される震度情報を消防
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は一観測点単独のP波初動部数

秒間のデータから，地震の位置

やマグニチュードを推定し，そ

の後の主要動による影響範囲を

判断するシステムである．ユレ

ダスは，1992年の時速 270km

で走行する「のぞみ」の導入に合

わせて実用化され，現在では新

幹線を中心に全国約20観測点

で稼働している 2）．東京ガスで

は，地震の揺れを高密度に観測

し，危険と判断すれば広域にわ

たってガス供給を停止するシス

テム（SIGNAL）を1994年から

実用化している．このシステム

は，360台程度の地震計を首都

圏に設置して，それらの情報を

防災・供給センターに収集し，コンピュータによる

被害予測に応じて警報を発令する仕組みである．近

年，新しい制御用地震計の開発と通信網の増強に合

わせて，3700カ所のすべての地区のガス変圧施設に

おいて遠隔操作でガス供給遮断が行える新システム

（SUPREME）へと発展させた 2）．これらは目的が限

定されており，一般的な災害対策としての利用が想

定されているものではないが，きわめて実用的で実績

のある災害情報システムである．

 ■ 防災情報取得の課題とは

　阪神・淡路大震災では，災害発生時における応急

対応活動を円滑に行うための課題として，被災地の

状況を速やかに把握することの大切さが改めて浮き

彫りとなった．特に，災害発生直後の被害情報の収

集と，各防災関係機関での情報共有は，速やか・適

切な初動対応のための判断材料として最も重要であ

る．しかし，前述のように情報・通信体制は国の取

り組みとして整備が進められているものの，災害発生

直後の現場での情報収集は容易ではない．防災情報

取得は，さまざまなセンサにより自動化されたものと，

住民等による人的なものが考えられる．各種センサに

ついては，前述の通り，たとえば，全国約1000地点に

強震計が設置されているが，25kmメッシュ程度をカ

バーするに過ぎず，各市区町村に1台の強震計も設

置されていないのが現実である．また，人的な防災情

報取得は，住民による電話による情報伝達，防災関

係機関の職員や消防団員などによる目視などによる

ものであり，情報の集約・共有にも相当な時間を要

することとなる．市町村の防災行政無線は，非常時

の通信手段として信頼性が高いものの台数が少なく，

一般的な住民には使いこなすことが難しい．広範な

被害情報の取得のためには，誰にでも簡単に使えて，

防災情報を送信できるシステムが必要であり，かつ位

置・場所情報が確認できる仕組みが望ましい．その

ため，普段利用している携帯電話やスマートフォン

等の情報システムは有効である．GPS機能を有する

機種であっても位置・場所情報の精度は限られ，屋

内では利用することができないが，技術の進展により

精確な位置・場所情報が得られれば，取得した情報

をGISを利用して地図上にレイヤー状に配置し，各

防災関係機関で情報を共有できるプラットフォーム

を構築することができ，目的に応じて情報を使いこな

種別 システム 組織

観測
震度情報ネットワーク 都道府県，消防庁，気象庁
強震観測網 防災科学技術研究所
ドップラーレーダー，アメダス 気象庁

情報収集予測

被害情報収集システム 消防研究センター，東京消防庁他
防災GIS・リアルタイムハザードマップ 国土交通省，産業技術総合研究所等
被害予測システム 内閣府
簡易型予測システム 総務省消防庁
フェニックス防災情報システム 兵庫県
リアルタイム災害情報システム 国土総合技術研究所等
災害対応管理システム 防災科学技術研究所

情報共有

広域災害救急医療情報システム 厚生労働省
災害・救急医療情報システム 都道府県
災害用伝言ダイヤル 171 NTT東日本・西日本
災害用伝言板 各携帯電話会社
緊急地震速報 気象庁

情報伝達

全国瞬時警報システム(J-ALART) 総務省消防庁
防災情報のページ（Web） 内閣府
防災気象情報（Web） 気象庁
防災情報提供センター（Web） 国土交通省
災害情報（Web） 総務省消防庁
エリアメール NTT DoCoMo
防災メール，防災ネット 都道府県・市町村
地上波デジタル放送による情報提供 各放送局

表 -1　災害情報システムの例
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すことが可能となる．

　阪神・淡路大震災後のアンケート調査で，地震当

日知りたかった情報は，余震の今後の見通しに続い

て，2番目に家族や知人の安否があげられている 3）．

安否確認の手段として最も身近なものは携帯電話や

固定電話であるが，阪神・淡路大震災時には，加入

者ケーブル損傷，停電による交換機ダウンなどにより，

兵庫県南部地域の全回線の約2割の電話回線が使用

不能となり，安否確認，緊急通信，受話器はずれ等の

ため通話量が急増し，電話回線が輻輳した．そのた

め，被災者が，家や避難所に張り紙をして安否確認

をすることとなったことは繰り返し報道された．各携

帯電話会社による「災害用伝言板」等の安否確認情報

システムが開発・実用化されているが，認知度や利用

率はさらに改善の余地があると言われている．地震後

の速やかな安否確認のためには，本人が希望する場

合のみ個人を認識でき，かつ避難所などの位置・場

所情報が確認できる仕組みが望ましい．

 ■ 次世代の防災情報取得の要件について

　これまで上げてきた災害情報システムに関する課題

を解決するための「次世代の防災情報取得」の要件は，

次の2つを高度化することに大別できる．

（1） センサによる超高密度な情報収集：センサネッ

トワークなどを利用し，従来では考えられないほど

超高密度にセンサが配置された情報収集システム

（2） 人による情報収集：Twitterなどを利用し，誰に

でも簡単に使えて，収集した情報を送信できるシス

テム

その際に，次の2つの仕組みは，実用性と実現性を考

えた場合に必要となる．

• 位置・場所情報が確認できる仕組み

• 本人が希望する場合のみ個人を認識できる仕組み

　これらにより，災害発生直後の被害情報，安否確

認情報の収集，各防災関係機関での情報共有が理想

的な形でできることとなり，災害発生時における応急

対応活動が最適化され，高度な安全・安心社会の実

現につなげることができる．上の2つの高度化は，災

害にかかわる状況を構造化して自動認識するための

要件であり，ひいては，人・モノ・場所・概念などを

情報システムが総合的に認識して最適制御するとい

う次世代情報基盤につながるものである．上の要件

を満たす仕組みやシステムは，社会基盤として，防災

対策だけではなく，防犯・セキュリティ対策等の安

全・安心の実現に加え，快適・ゆとり・娯楽，最適・

効率といったさまざまな分野で応用できるものとなり，

「数十年に1回発生するかどうかもわからない大地震

のためだけのシステム投資」という経済的な障壁を低

くすることができる 4）．

 ■ センサネットワークによる超高密度な
構造／地震モニタリング

　次世代の防災情報取得の要件（1）の超高密度に配

置されたセンサによる自動的な情報収集システムの実

現に向けて，センサネットワークの応用が進められて

いる．センサネットワークは，さまざまな分野での応

用が期待されている情報通信技術であり，モジュール

の超小型化と大量生産による低コスト化に合わせて，

さまざまなセンサや超小型コンピュータが空間に遍

在していくのが「ユビキタス情報社会」である．こうし

た技術を構造工学，地震工学に応用すれば，従来と

は比較にならないほど，超高密度な構造モニタリング

や，地震観測の実現が期待できる．こうした着想から，

東京大学・先端科学技術研究センター・森川研究室

と鹿島建設で共同開発した構造／地震モニタリング

システム（図 -1，図 -2）を実建物へ設置し，実空間で

の計測性能・無線通信性能の検証等を行っている 4）．

対象建物は，秋葉原地区に建設された地上31階，塔

屋1階，地下2階のオフィスビルの一室であり，2008

年8月以降，震度1以上の地震や台風による揺れを観

測している．将来的に，図 -3 (a)のように，超高層ビ

ルのすべての階に複数台のセンサを設置することを想

定すると，センサノード間の無線通信を1対1で行う

ことができるとは限らず，必然的にセンサノード間を

マルチホップ通信させる必要がある．そこで，センサ

ノード間に中継ノードを設置して，動的に通信経路
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を構築しながらマルチホップ通信を行い，時刻同期を

とりながら，計測データを収集するシステムを開発し，

2009年4月以降，図 -3 (b)のように実空間に設置して

実証実験を行っている．こうした構造／地震モニタ

リングシステムを導入し，ビルの中の天井と床を1セ

ットとして超高密度にセンサ群を設置できれば，設置

した個所の地震時の天井と床のずれの量により，構

造安全性が評価できる．つまり，「今起こった地震

で，ここは安全なのか，危険なのか」が空間的にきめ

細かく判断でき，防災情報取得に役立てることができ

る．また，こうした構造／地震モニタリングシステム

を設置したビル，社会基盤構造物，住宅が増え，同時

に地盤系へのセンサ設置が進めば，究極的には国土

を覆う超高密度な地震観測網としても機能すること

が考えられる．無線マルチホップ通信を用いたセンサ

ネットワーク技術により次世代の防災情報取得につ

ながる基盤を構築することが期待されている．

 ■ Twitterを利用した防災情報取得訓練

　次世代の防災情報取得の要件（2）では，人による

情報収集の高度化を上げている．近年，携帯電話や

スマートフォンなどで人が持ち歩くセンサを活用し，

環境や自分自身を自ら計測し，グループで共有する

ことでセンシングの粒度を向上させることに着眼した

「ヒューマンプローブ」の研究が行われている 5）．さ

らに，誰にでも簡単に使えて，収集した情報を送信

できるTwitterなどのサービスが広がりを見せている．

Twitterは，携帯電話やPCを使って140字以内とい

う短い言葉でインターネットに発言するミニブログ

である．文字情報に加えて，写真や映像の情報をリ

ンクさせて送信することができる．2010年1月12日

に中米ハイチ共和国で発生した大地震の際には，地

震発生後間もなくTwitterに書き込みが行われ，数

時間後には現地の被害状況の写真もTwitter経由で

投稿されて話題となった．特に，携帯電話等で手軽

に情報発信や閲覧ができるなどリアルタイム性が高く，

スピード感と臨場感に特長がある．

　Twitterはさまざまな機関が情報発信にも応用し

始めている．総務省消防庁は震度5強以上の地震発

生時などに被害情報を発信している（http://twitter.

センサノードシンクノード

(a) 加速度センサボード (b) 無線通信モジュール

図 -1　ユビキタス構造／地震モニタリング用センサモジュール

図 -2　ユビキタス構造／地震モニタリングシステム

図 -3　ビルのユビキタス構造モニタリング

中継ノードセンサノード

センサノード

シンクノード

(a) 各階に設置 (b) 各部屋に設置
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図 -4　帰宅困難者避難訓練の様子

com/FDMA_JAPAN）．なりすまし対策として，米

ツイッター社の認証済みアカウントマークを国内の

行政機関として，初めて取得したことも発表してい

る．日本気象協会は，自治体や法人向けにTwitter

を利用した防災情報提供サービス「Tweet-Report」

を提供している．これは，豪雨や台風などの災害時に

Twitterを利用して地域住民から情報を募集するペー

ジの構築や，「土砂降り」「豪雨」などのキーワード

によるツイートの収集，Twitterを利用した地域住民

に対するリアルタイムの情報発信などを提供するASP

サービスである．地図情報検索サービス「マピオン」

では，災害情報の緊急告知表示を行っているが，地震

の場合は震源地が属する都道府県周辺のTwitterの

つぶやきの表示や，地震の情報を地図つきで投稿する

機能も提供している．防災科学研究所では，Twitter

で発信される情報のうち災害や防災に関するものを，

リアルタイムで自動的に抽出・集約し，テキスト解析

により災害種別ごとの分類や位置情報付加等を経た

うえで，地理空間情報として発信する防災アプリケ

ーションサービス「disastter」を開発した．現時点で

は，システムとしての基本機能が実装された段階で，

実利用されているわけではなく，実証実験による評価

検証が行われている．横浜市消防局（http://twitter.

com/yokohama_shobo/），気仙沼市危機管理課

（http://twitter.com/bosai_kesennuma/）なども

防災情報を提供している．また，研究事例も見られ

ており，たとえば，コロラド大学の Jeannette Sutton

は，テロなどの危機や災害時のソーシャルメディア

の利用に関する一連の研究の中でTwitterを扱って

おり，災害情報取得と共有の新しいメカニズムである

ことや，災害情報をブロードキャストすることにより，

早期の検知や警戒，対処に有益であることを示して

いる（http://www.jeannettesutton.com/Papers_

and_presentations.html）．

　次世代の防災情報取得の要件（2）を念頭に，2010

年1月15日に行われた千代田区帰宅困難者避難訓

練 6）において，Twitterを利用した防災情報取得訓練

を実施した．実施主体は，明治大学，鹿島建設（株）

であり，ソフトバンクモバイル（株）・ソフトバンクテレ

コム（株），アキバテクノクラブの協力を得て行われた．

千代田区では，首都直下地震発生時に57万人もの帰

宅困難者が発生することが想定され，駅などの集客

施設や道路等で混乱が生じることが懸念されている．

そこで災害に対する備えについて検証を行い，防災意

識の高揚を図ることを目的に，千代田区や秋葉原駅

周辺地区地域協力会等の主催により，千代田区内の

すべての人を対象とした帰宅困難者避難訓練が行わ

れている．今回は，秋葉原駅周辺地区をメイン会場

に行われ，外国人支援訓練（多言語支援センターの設

置），駅周辺混乱防止訓練，徒歩帰宅訓練等が実施さ

れた（図 -4）．徒歩帰宅訓練では，首都直下地震の発

生により，交通機関の運行が停止している状況を想

定し，参加者は秋葉原メイン会場から新宿中央公園

までの約11kmを徒歩で移動した．

　訓練では，参加者にスマートフォンを貸し出し，

状況をTwitterにより，文字・写真・映像で投稿し

てもらった．スマートフォンを貸与した参加者から

Twitterに投稿された情報を，展示ブースのディスプ

レイに表示した（図 -5）．参加者は，明治大学，アキ

バテクノクラブ，災害救援ボランティア推進委員会，鹿

島建設を中心とするボランティアメンバ29名であった．

　参加者にお願いした内容は，「文字情報・写真・

映像のどれか，あるいは組合せをTwitterに投稿す

る（文字情報，文字情報と写真，写真，映像）」ことと，

「写真に地図情報を添付してTwitterに投稿する（地

図と写真）」ことである．前者はスマートフォン上で

単一のアプリケーションから投稿可能であるが，後者

はスマートフォンで撮影した写真を地図情報が添付
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できるアプリケーションに読み込み，その画面のハー

ドコピーを取って投稿する内容でやや作業が複雑で

あった．それぞれの作業内容について，参加者に訓練

当日とは別な日に説明を行った．また，Twitterの

それぞれのアカウント同士でフォローし合う設定をし，

映像については，投稿するとTwitterに自動的にメッ

セージが送られるように設定した．訓練当日の開催

時間帯（9:00～ 14:00）におけるTwitterによる情報取

得数は下記の通りである．

　①文字情報 13件

　②文字情報と写真 217件

　③写真 14件

　④映像 9件

　⑤地図と写真 7件

　予想を超える多くの情報がTwitterで取得できたが，

その中でも特に文字情報と写真が多く，簡単な説明

と写真があれば，その時々の状況が把握できる．また，

これらを時系列順にまとめた資料は，訓練の記録とし

ても有用である（図 -6）．映像についてはアプリケーシ

ョンを扱うことができる参加者が1名だけであったが，

映像による情報取得は状況把握には効果的で，実用

性が確認できた．取得された情報の位置が分かると，

状況把握にはさらに有効となる．今回の訓練時には，

作業がやや複雑になることから「写真に地図情報を添

付してTwitterに投稿する（地図と写真）」件数は少な

かったが，災害時に「今，どこで何が起こっているか」

を把握するためには，位置情報は必須になるものと思

われる．

　また，特筆すべきは，予定していた参加者以外から

もTwitterへの情報発信が行われたことである．まず，

訓練当日前に，Twitterを利用した千代田区帰宅困

難者避難訓練実施のアナウンスに応じた飛び入りの

参加者があった．そのうちの2名は，秋葉原メイン会

場から新宿中央公園まで徒歩で移動する訓練に参加

し，途中の状況に関する情報をTwitterに投稿した．

その情報発信量は，予定していた参加者と比較して

も多かった．また，もう1名は外国人支援訓練に参

加し，訓練中のTwitterへの投稿は1件であったもの

の，訓練後，当日の夜に，訓練についての感想を詳

細にTwitterへ投稿されていた．また，偶然，秋葉原

で訓練を目にして，その様子をTwitterに投稿された

方々も数名いた．これらの方々は情報提供の依頼を

されていないにもかかわらず，自身の意志で，日頃使

い慣れている私有のスマートフォン，携帯電話などか

らTwitterへ情報を投稿されていた．これはTwitter

という開かれたコミュニケーションツールを利用す

ることにより，従来の定められた手法による防災情報

取得とは比較にならないほど，広範で大量な情報を

取得できる可能性を示唆している．

　訓練を通じて，課題も明らかになった．1つはスマ

ートフォン等の先進的な情報通信機器に対するディ

図 -5　展示ブースの Twitter 表示とスマートフォン

図 -6　Twitter のタイムラインをまとめた資料の抜粋
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ジタルデバイドの問題である．こうした訓練でスマー

トフォンとTwitterを利用した情報取得を行うため

には，参加者に使い方を分かりやすく説明しておく必

要がある．スマートフォンを使い慣れていれば気軽

にTwitterで情報を投稿できる反面，初めて手にする

参加者には使い方に戸惑いが感じられ，情報の投稿

数の差となって表れている．ディジタルデバイドの問

題を除外しても，徒歩帰宅訓練への参加者からは「歩

きながら情報を投稿するのはつらい」とのコメントが

あり，こうした訓練時には，よりシンプルで簡単な作

業の依頼をする必要がある．また，訓練にあたり，ス

マートフォンへの必要なアプリケーションのインス

トール，Twitterのそれぞれのアカウント同士でフォ

ローし合う設定等にかなりの時間を要した．Twitter

に関連するアプリケーションも日々進化をしており，

訓練当日の直前にアップデートが行われ，自動的に

位置情報を添付する機能も実現されていて，参加者

によってはすぐに対応できていた．本当の災害時の

情報取得を考えると，平常時からスマートフォンや

Twitterを使いこなしている人からは多くの情報取得

が期待できる反面，そうでない人からはスマートフォ

ンを配布したとしても，あまり期待できないものと思

われる．平常時から情報通信技術に慣れ親しみ，災

害時にも使いこなすことができるよう，理解度を向上

しておくことが望ましい．また，前述の通り，予定し

ていない参加者からも情報取得ができたことは，防災

情報をこれまでにないほど広範囲・高密度に取得でき

る可能性がある反面，その情報の信頼性をどのように

評価するかが大きな課題である．これを解決する1つ

の方法は，情報を発信するときに，ある程度正確な位

置情報を添付することであろう．たとえば地方自治体

の防災担当者など，その場所を熟知している者が，発

信された位置情報と写真を見れば，「今，どこで何が

起こっているか」を把握することができ，災害対策に

役立てることができる．

 ■ 防災情報取得の新しい展開に向けて

　日本の災害対策と災害情報システムを概観し，防

災情報取得の課題を抽出した．これを解決するため

の次世代の防災情報取得の要件として，センサによ

る超高密度な情報収集と，人による情報収集の高度

化を上げ，具体的な事例として，センサネットワーク

による構造／地震モニタリングの研究事例，Twitter

を利用した防災情報取得訓練の取り組みを紹介した．

これらの取り組みは，防災情報取得の新しい展開を

もたらすことが期待されている．しかしながら，望ま

しい形で実現するためには，さらなる技術的進歩と，

社会システムとしての検討が必要である．紹介した

事例では，アドホック・ネットワーク，マルチホップ

通信機能を持つ無線センサネットワークに触れたが，

あらゆる環境を無線でカバーすることを目指すのでは

なく，有線のアドホック・センサネットワーク技術と

共存させることが合理的である．その広範な普及には，

メーカによる品質保証と維持管理を長期的に可能と

するような，安定して動作するアドホック・ネットワ

ーク技術の確立が必須であり，標準化も必要である．

また，Twitterなどを利用した人による情報収集には，

プライバシーとセキュリティへの対処と情報の信頼

性の確保について，社会的な合意形成が求められ，社

会システムとして定着させることが大切である．
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